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小特集　要素賦存・産業構造・生産性と地域間経済格差 県別産業生産性データベースによる実証分析

製造業における生産性動学とR＆Dスピルオーバー

ミクロテータによる実証分析1〕一

池内健太・金集懲・権赫旭・深尾京司

　工場レベルのデータを用いた最近の生産性動学分析によれば，生産性の高い工場が閉鎖されるため

に退出効果が負であったことと，中小工場で全要素生産性（TFP）上昇が低迷したことが，ユ990年代

以降の日本の製造業の生産性上昇低迷の主因であった．本論文では，r工業統計調査』やr科学技術
研究調査」のミクロデータを接合し，地域経済学の視点からこの2つの問題を研究した．我々は第一

に，生産性動学を全製造業と都道府県別に行い，どの地域で負の退出効果が生じたかを分析した．そ

の結果，1995年以降，東京，大阪，神奈川など製造業の集積地で大きな負の退出効果が生じたこと

が分かった．我々は第二に，工場のTFP上昇に対する，当該工場を持つ企業の研究開発（R＆D）の効
果，他社や公的機関の良＆Dのスピルオーバー効果，等を計測した、その結果，ある企業の工場が他

企業のR＆Dから受けるスピルオーバー効果は，他企業の工場との距離が遠いほど減衰すること，産

業集積地におけるR＆D集約的な企業の工場閉鎖が1990年代後半以降スピルオーバー効果を著しく
弱めたことが分かった．産業集積地におけるR＆D集約的な企業の工場閉鎖が，負の退出効果と中小

工場におけるTFP上昇の低迷を同時にもたらしたことになる．この他，1990年代後半以降，大学以

外の公的機関のR＆Dが減少したことにより，公的R＆Dから日本の製造業へのスピル才一バー効果
が低下した可能性が高いことも分かった．
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　　　　　　　　1．はじめに

　『失われた20年』における生産性上昇停滞の原因

については，数多くの研究が行われてきた2）．それ

によれば1990年代以降の日本経済全体の全要素生

産性（TFP）上昇減速のうち約半分は製造業におけ

るTFP上昇の減速で生じた（深尾2012）1また，
r工業統計調査』ミクロデータを用いた生産性動学

分析によれば，1990年代以降の製造業生産性上昇

低迷の主因は，大工場のTFP上昇は堅調だったも
のの中小工場でTFP上昇が大きく減速したことと，

生産性の高い工場が閉鎖される一方非効率的な工場

が生き残り，負の退出効果が継続したことにある

（FukaoandKwon2006，金・権・深尾2007，深尾
2012）3〕．

　生産性の高い工場が多数閉鎖された原因としては，

金・権・深尾（2007）が示したように，大企業による

生産の海外移転によって，当該企業が国内に持つ工

場と比較すれば非効率的であるものの産業平均より

も生産性の高い工場が閉鎖された可能性が指摘でき
よう4〕．

　中小工場（その多くは中小企業によって所有され

ている）でTFP上昇が減速したのはなぜだろうか1

もともと日本では米国と比較して，大企業が活発に

R＆Dを行う一方，中小企業のR＆D集約度は低い5〕．

日本の製造業では機械産業を中心に，大企業とサプ

ライヤーである中小企業との間で緊密な取引関係や

資本関係が築かれ，大企業から中小企業に技術知識

が恒常的にスピルオーバーしていたために，中小企

業はそれほどR＆Dを行わなくてもTFP上昇を達

成できていた可能性がある．しかし1990年代以降

大企業は，生産の多くを海外に移転し，また比較的

単純労働集約的な財の生産を国内の中小企業でなく

アジアの日系現地法人や現地の独立系企業に任せる

ようになった．更に日産自動車のリバイバルフラン

に象徴されるように，1990年代に苦境に立った大
企業の多くは，自社にとって決定的に重要な技術を

持つサプライヤー以外については，サプライヤー数

の削減，資本関係の解消など，垂直系列の選別を行

った．このような取引関係の希薄化と「関係特殊的

な機能」の減退（浅沼1997）によって，大企業から

中小企業へのR＆Dスピルオーバーが減速した可能
性がある．

　以上の仮説に従えば，負の退出効果と中小企業の

TFP上昇停滞は，緊密に関係しているのかもしれ
ない．R＆D集約的な大企業が産業集積地にある工

場を閉鎖したために，産業集積地に立地している傾

向の強い中小企業がR＆Dスピルオーバーを享受で
きなくなったのではないだろうか6）．

　この問題を検証するためには，中小工場のTFP
上昇が堅調であった！980年代を含む長期について，

企業のR＆D支出データと工場の生産性データを接

合し，地域経済の視点から生産性動学を行い，また

工場間の距離がR＆Dスピルオーバーに与える影響
を分析する必要がある．本論文では1981－2007年と

いう長期間について，r科学技術研究調査』の企業

データとr工業統計調査』の工場データを接合する

ことにより，このような分析を行う7〕．

　本論文の構成は次のとおりである．まず第2節で

は，r工業統計調査』の工場データを用いた生産性
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動学の分析結果を県別に集計することで，生産性動

学のパターンが県間でどのように異なるかを検証す

る．次に我々は，r工業統計調査』とr科学技術研

究調査』を接合したデータを用いて，R＆D集約的

な企業の工場の退出によりR＆Dスピルオーバー効
果が減少したか否かについて検証する．第3節では，

我々の分析方法と変数について説明する．第4節で

は，分析結果を報告する、最後に第5節では，本論

文の主な結果を要約し，その政策的合意について考
察する．

2．日本の製造業における産業・県別の生産性動学

　本節では，『工業統計調査』ミクロデータを用い

て生産性動学分析を行い，その結果を都道府県別に

集計することにより，負の退出効果が主にどの地域

で生じたかを調べることにする．

2．1TFPレベルの測定
　Good，Nadiri，andSick1es（1997）は，各工場の産出

量と産業平均産出量の差から，各生産要素について

各工場の投入量と産業平均投入量の乖離に各工場の

生産要素シェアと産業平均生産要素シニアの平均値

を掛けた値を引いて求めた，Caves，Christens肌
andDiewert（1982）タイプの生産性指数に，ディヴ

ィジア指数の離散時間近似による時系列接続方法を

導入することによ？て，同一産業内の工場について，

クロスセクションだけでなく時系列方向にもTFP
水準の比較を可能にした．彼らの方法によれば，工

場ゴのC期のTFP水準は，以下の式のように計算
される．

　1n〃B．。＝（1nQ，r1nω

　　　w　1　　　　一　　一Σ一（∫冊，｛，汁∫棚，。）（InX珊，｛、r1nX蜆．’）

　　　炸I2
　　　where　C＝O，

　1nπ月，三＝（1nQ，r1nω

　　　w　1　　　　一　　一Σ一（∫刑，｛，汁S用，。）（1nX刑，｛，r1nX閉，f）

　　　炸12
　　　｛
　　十Σ（1nQ∫一1nQ∫一1）

　　　3白1

　　　士　」v　1　一　一　　一ΣΣ一（S閉．∫十S朋，∫＿、）（lnX蜆，占一1nX閉，∫一1）
　　　∫＝！用＝12

　　　whereオ≠O．

　ただし，Q，’，5荊，｛，’，X加，｛，。は，それぞれ，工場φの

広期の産出，工場ゴの。期の投入要素〃のコストシ

ェア，工場つの。期の投入要素nの投入量を表す．

なお，労働投入はr都道府県産業生産性（R｛工P）デ

ータベース」で推計された各年の都道府県・産業別

の労働時間だけではなく労働の質も考慮した1各変

数の上の傍線は各変数の産業平均を表す．r工業統

計調査』のミクロデータを用いて1981年から2008

年の各工場のTFP水準を測定した．産業分類は，
r工業統計調査』の産業分類をR－JIPデータベース

の産業分類に合わせたものを使った．また，基準年

はデータの初期時点である1981年にした8）1この

ように計測されたTFP水準は工場間投入シェアの

研　　究

差異の存在や生産物市場における不完全競争を考慮

できるという優れた面があるが，規模に対する収穫

不変，生産要素市場の完全競争を仮定しなけ札ばな

らないという制約もある．

2．う生産性動学の都道府県別集計

　我々は製造業全体のTFPの上昇を，各工場内に

おけるTFP上昇と，TFP水準の高い工場の生産拡
大や低い工場の縮小，TFP水準の高い工場の参入
や低い工場の退出のような工場間の資源再配分の効

果に分解する生産性動学分析を行う．まず，各工場

レベルのTFPを集計する方法とレてBai1y，HuIten
㎜d　Campbe11（1992）の方津を用いる一広年手こおける

ある産業TFP対数値を次式のように定義する．

　　　　　1nWB＝ΣD＃．。1nπB，土
　　　　　　　　　　｛≡I．．
ここで，1nτFB，・は各工場のTFP水準ρ対数値，
ウェイトのD｛，’はドマー一・・ウェー Cトーで＝，各工場生の

名目産出額を産業全体の付加価値額で割ったもので

ある．生産性分解の方法としては，Foster，HaltL

wangerandKriz㎜（2001）の分解方法（以下では
FHK分解方法と呼ぶ）を採用一した9）．

　FHK分解方法によれば，各産業におけるTFP
水準対数値の基準年トτ（基準年は初期時点0より

後の年でも構わない）から比較年τにかけての変化

は，次の5つの効果の和として分解できる10〕．

　内部効果（Within　effect）：Σ圭、∫ハ．。一τ△1n〃B，’

　シェア効果（Between　effect）1

　　　Σ｛ミs△D1，土（1nτFB，。一τ一1n刀9月一τ）

　共分散効果（Covaria血。e　effect）：

　　　　　　Σ｛、∫△D1，三△ln〃月，1

　参入効果（Entry　effect）1

　　　　Σ｛、wD｛，王（1n〃月，r1nπ月一、）

　退出効果（Exite伍ect）＝

　　　Σ’ミx凪，。吋（1nτF乃一τ一1nτF月．トτ）

　ただし，sは基準年から比較年にかけて存続した

工場の集合，WとXはそれぞれ参入，退出した工
場の集合をあらわす11）．また，変数の上の線は産業

内全工場の算術平均，∠1はトτ期から云期までの

差分を表す．第一項の内部効果は各工場内で達成さ

れたTFP上昇によって産業全体のTFPが上昇す
る効果を表す．第二項のシェア効果は基準時点にお

いてTFPが高い工場がその後市場シェアを拡大さ
せることによるTFP上昇効果である．第三項の共
分散効果はTFPを伸ばした工場の市場シェアがよ
り拡大することによる効果である．第二項と第三項

の合計は存続工場間の資源再配分の効果を表す．参

入効果と退出効果は，基準時点の産業平均生産性よ

り生産性の高い工場が参入したり，相対的に生産性

の低い工場が退出したりすることによる効果を表す．

　図1の左側は全期間を10年毎で分けて，また右
側は全期間を5年毎で分けて，各工場の生産性上昇
を日本の製造業全体に集計した結果である．一このた

め，図1のTFP上昇は，製造業全体の付加価値べ
」スのTFP⊥界に対応する．



製造業における生産性動学とR＆Dスピルオーバー

　　　　　図1．TFP上昇率の要因分解

　　　（工業統書十調査ミクロデータ，年率，％）
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　図1によれば，日本の製造業の生産性動学には以

下の特徴が見られる．第一に，Fukao㎜dKwon
（2006），金・深尾・牧野（2010）の分析結果と同様に，

TFP上昇率下落の主要な原因は存続工場内で起き
たTFP上昇率の下落，つまり，内部効果であった．

第二に，シェア効果と共分散効果の合計である再配

　　　　　響　　量
分効果は近年になるほど高くなり，改善が見られる．

第三に，退出効果は期間の区分と関係なく負で，最

近になるにつれて徐々に大きくなっている、第四に，

参入効果は退出効果とは対照的に正で拡大している．

　図2aと2bは，図1の左側で報告した10年を単
位とする生産性上昇の要因分解を県別に集計した結
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果である．この2つの図は，1985－1995年と1995－

2005年それぞれについて，各県の各効果が，日本

の製造業全体のTFP上昇にどれ程寄与したかを示
している．従って，各効果について，この図の各県

における値を全県について合計すれば，図1の各効
果と一致するユ2〕．

　なお，再配分効果や参入効果，退出効果を県間で

比較可能にするために，各効果の定義式に含まれる

生産性の産業平均値としては，各県の産業平均値で

はなく日本全体の産業平均値を使っている1

　製造業全体のTFP上昇への寄与が，県間で大き
く異なることが分かる．1985－！995年には，愛知県，

東京都，静岡県；埼玉県，神奈川県といった，大都

市に比較的近い製造業集積地が日本の製造業の
TFP上昇を支える中心的な役割を果たしていた．

これに対レて1995年以降は，東京都，神奈川県，

大阪府，愛知県，千葉県のような都市部において，

大きな負の純参入効果が生じた．また特に大きな負

の退出効果のだ一めに，東京と神奈川の日本全体の製

造業TFP上昇への寄与は，全てg効果を合計して
もほとんどゼロないしマイナスに落ち込んでしまっ
た．

　1995年以降都市部で大きな負の退出効果か生じ

た原因としては，生産性の高い企業が都市部の工場
を閉鎖し，海外や地方などに工場を新設した可能性

が指摘できよう．なお，Fukao　eすα工（2011）は生産性

の高い企業と低い企業の立地選択を比較し，生産性

の高い企業が新規立地にあたって，賃金率や地価の

高い産業集積地よりも，生産性が低い地域を選ぶ傾

向がある一方，生産性の低い企業は産業集積地等，

生産性の高い地域に立地する傾向があるとの結果を

得ている．彼らは，中小企業と異なり大企業は，産

業集積やインフラ・ストラクチャーの不足を乗り越

える能力を持つため，賃金率や地価の安い地方や途

上国を選ぶ傾向があるのではないかと推測している．

　この2つの図からはまた，1985－1995年の期間に

比べて，1995－2005年の期間に内部効果が急減する

一方で，資源再配分効果の改善が見られることも指

摘できる．

3．民間・公的R＆D技術知識スピルオーバー効
　果：データと分析方法

　図ユで報告した生産性動学分析の結果からも明ら

かなように，製造業のTFP上昇率が1990年代以
降低下した主因は，内部効果の低下と負の退出効果

の拡大である．本節ではこのうち内部効果の低下に

ついて，詳しく分析してみよう．

　第1節でも紹介したように，先行研究によれば
1990年代以降の製造業における内部効果の低下は，

主に中小工場で生じている．中小工場の多くは中小

企業が所有しているが，日本では中小企業のR＆D
はあまり活発でなく，こ一れらの工場の生産性上昇は，

大企業からのR＆Dスピルオーバーに依存してきた
可能性がある．そこで，本節では日本の製造業を長

期間カバーするデータを用いて，研究開発（R＆D）

研　　完

投資による企業内の技術知識ストックの蓄積と企業

間及び公的機関から工場への技術知識スピルオーバ

ーが製造業の県別の生産性動学に与える効果を分析
する13）1

　技術知識ストックが生産性に及ぼす影響について

はGr11iches（1979）を先駆的研究として多くの研究

の蓄積があり（Ha』1材〇工2010），技術的な近接性と

地理的な近接性が企業間の技術知識スピルオーバー

を高める効果が指摘されている（例えば，Jaffe　eオα工

1993，Adams　ar1d　J㎡fe1996，Goto　andSuzuki1989－

A工dieri㎜d　Cincera2009）．また，大学等の公的機

関における研究活動から企業へのスピルオーバーの

重要性を指摘する研究もある（例えば，Jaffe！989，

Adams1990，Anse1in　e才以！997，Furma■1e左〃

2006）．そこで，本節では企業内のR＆Dの効果と

企業間のスピルオーバー効果に加えて，公的R＆D
が工場の生産性に与えるスピルオーバー効果につい

ても分析対象とする，総合的な研究を行う一．

3．1データの出所とサンプル

　本節の分析で用いる主なデータは経済産業省が実

施する『工業統計調査』と総舜省牟実雄する『科学
技術研究調査』のi9含3年ぶら2007年までのミクロ

データである．『主業統計調査』を用いて製造業の

工場レベルのTFPを計測する一方，r科学技術研
究調査』を用いて民間企業，大学，その他公的機関

の技術知識ストックを推計し，工場レベルのTFP
の上昇率に対する民間企業，大学，その他公的機関

の技術知識ストックの効果を分析する．

　分析対象はr工業統計調査』と『科学技術研究調
査』．のミクロデータを両調査の名簿情報（企業名称，

住所，資本金，産業分類等）を用いて企業レベルで

接続できた企業およびその工場であるユ4〕、なお，

r工業統計調査』の名簿情報は1994年以降あみ利用

可能であり，『科学技術研究調査』の名簿情報は

2001年以降のみ利用可能である．両調査の名簿情

報が利用可能な2001年以降に関しては，r科学技術

研究調査』全体のR＆D支出額の概ね90％以上を
r工業統計調査』と接続された企業がカバーしてい

る．しかし，名簿情報が一部または全く利用できな

い！983年から2000年までの期間については2001
年時点での対応関係を過去に延長して接続を行なっ

たが，この期間は接続企業によるR＆D支出額がカ

バーする割合が60～90％にとどまっている．最終

的に分析に用いたサンプルは1年あたり平均で約！

万5千の工場である．

3．2モデルと変数
　工場ゴのπ月のサ年から去十1年までの1年間の
変化（対数値の差分，以下同様）を，次式のようにモ

れぞれト！年からC年までの1年間の自社のR＆D
ストック品の変化，他社のR＆Dストックからの
スピルオーバーSの変化，公的R＆Dストックか
らのスピルォーバーバの変化の関数と仮定する．

∠は差分を，時間を表す添え文字は差分の開始年を
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表す．

　　　∠1n　rF片’＝α月∠11n沢’ト1＋α5∠口n∫趾＿1

　　　　　　　　＋αP∠In月H＋Xitπ十吻　　　（1）

　我々は，これらのR＆Dストックが当該工場の技
術知識として生産活動に活用されるまでのラグを1

年と仮定していることになる、なお，各工場の
TFP上昇率（グロス・アウトプット・べ一スであ
る）は第2節と同様の方法で，ただし年次べ一スで
推計した．

　企業のR＆Dは目的とする製品分野が分かれてお
り，工場の製品分野との技術的近接性に応じて生産

性への影響が異なると仮定する．生年における工場

ゴの自社R＆Dストック見を次のように定義する．

　　　　　　　凡＝Σ沢川〕∫・’＾（肘　　　　　　（2）

　ただし，工場5が属する企業を∫（ゴ），工場5が
生産する財の製品分野を∫（ゴ）とおきR川〕、・1は企業

∫（ゴ）の製品分野∫’向けのす年のR＆Dストックで

ある15）．τ、ω、・は製品分野∫（｛）と∫’の間の技術的

近接性であり，先行研究（Leten召Cαム2007，

Schmocbeオ〃2003）で特許の引用情報を用いて測
定された指数をr科学技術研究調査』で用いられて

いる製品分野分類に合わせて調整した値を用いる．

　次に，工場ゴが他社の製品分野別R＆Dストック
から受け取る技術知識スピルオーバーについては，

まず自社R＆Dストックの場合と同様に製品分野間
の技術的近接性の影響を考慮し，それに加えて地理

的な距離が遠くなるにしたがって技術知識スピルオ

ーバー効果が減衰する効果も加味して次のように定
義する．

　　　　∫“＝ΣΣ凡・∫・’T∫ω苫・eτ・伽・一1　（3）
　　　　　　　∫’≠∫“〕∫’

　ここで，R州は企業∫’の製品分野∫’向けの。年

のR＆Dストックであり，aげ・∫㍗は工場ゴの立地と企

業∫’の製品分野∫’に属する財を生産する工場との

f年の地理的距離（企業∫’が製品分野∫’に属する財

を複数の工場で生産している場合は最も近い工場ま

での距離）を表す．eτ・d舳は，τ∫が負の場合，技術

的に近い分野のR＆Dストックを多く有している他
企業の，技術的に近い分野の製品を生産している工

場の集積地に近く立地する工場ほど，受け取るスピ

ルオーバーが大きくなることを意味している．

　公的R＆Dについては，立地と学術分野別に
R＆Dストックを推計する．見刎を立地ゐにおける

学術分野mに関する公的機関のR＆Dストックと
し，公的R＆Dストックからのスピルオーバーも同
様に，製品分野∫（ゴ）と学術分野mの技術的近接性

と地理的な近接性を加味して，次のように特定化す

る1

　　　　　片＝ΣΣ見m＾舳eτpd肋　　　　（4）
　　　　　　　　＾　閉
　ここで，ηω棚は工場主が生産する製品∫（ゴ）と

学術分野mとの技術的近接性であり，∂硯は工場ゴ
と立地点みの地理的距離である．τ。が負であれば，

工場の立地の近くに技術的に近い分野のR＆Dスト

ックを多く有している公的機関が多く立地している

ほどスピルオーバーが大きくなる．製品分野（産業）

と学術分野の技術的な近さは，vanLooyeすα工
（2004）が特許から学術論文への引用件数をべ一スに

開発したコンコーダンス行列をr科学技術研究調
査」の製品分野分類と学術分野分類に適合するよう

に調整して用いた．なお，このコンコーダンスは各

学術分野の論文が特許に引用される確率を国際標準

技術分類（IPC）別に推計したものである．

　本節では，企業内のR＆Dは当該製品分野に属す
る全ての工場で利用可能であると仮定し，R＆Dス

ピルオーバーの量は工場同士の立地距離と製品分野

間の技術距離に依存すると考える16）1なお，工場や

公的機関の立地はデータの制約から市区町村単位で

定義し，同一市区町村内の距離は市区町村の面積と

同一の円内で無作為に立地が行われた場合の2地点

の距離の期待値で代理する17）1また，企業の製品分

野別R＆Dストック及び公的機関の学術分野別
R＆Dストックは恒久棚卸法によって測定する．こ

こで，企業のR＆Dストックにかかる陳腐化率は
ユ985年と2009年のr民間企業の研究活動に関する
調査報告」（科学技術政策研究所）の産業別のr研究

開発成果の受益期間」に関する調査結果を用いて推

計した．一方，公的R＆Dにかかる陳腐化率につい

ては，先行研究にしたがって15％と仮定したが，

これは科学技術政策研究所が大学及び公的研究機関

に在籍する研究者を対象として20！2年に実施した

アンケート調査から，公的R＆Dの陳腐化率を推計
した結果（14．3％）ともほぼ一致している18）．

　先行研究で指摘されるように，他社R＆Dスピル

オーバーや公的R＆Dスピルオーバーが工場の生産
性に与える影響は全ての工場で共通であるとは限ら

ない．先行研究ではしばしばr吸収能力（Absorp－

tiveCapacity）」の違いによるR＆Dスピルオーバ
ー効果の異質性が注目される（CohenandLevintha1

1989）．特に，大学など公的R＆Dからのスピルオ

ーバーの場合は吸収能力が，より重要となると言わ

れている（CockburnandHenderson！998，Cassi－

man　and　Veuge1ers2006）．そこで，後述の実証分

析では工場の吸収能力の違いとスピルオーバーが生

産性に与える限界効果があるかどうかについても仮
説検定する1

3．3推定方法
　パネルデータを用いた分析では，長期階差モデル

を用いることによって，固定効果モデルやユ次階差

（firstdifference）モデルに比べて，測定誤差による

バイアスの影響が緩和されることが知られている
（Griliches　and　Hausman1986，Branstetter2000，

Haskel　e士α工2007）．そのため，次式のように，（1）

式に（2）式から（4）式を代入した1次階差モデルの両

辺をユ987年から2007年まで5年ごとにプールして

平均をとり，長期階差モデルの推定を行なった．た

だし，業種が変化するとTFPの時点間の比較がで
きなくなり，また所属企業が変化すると企業レベル
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のR＆Dストックとの対応関係が不明確になるため，

業種や所属企業に変化があった年は平均値の計算か

ら除いた．つまり，厳密には我々の推計は次式で表

される．

害（、シ㎞冊）

一三（、売出札）

・到、：言：劾←・吋云…）仏1

・三［、ζ≒（吻・伽、｛lll…）仏1

・仰訓、舜劾点、1

　十Xit兀十ε批　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

ただし，チ＝1987．1992．1997．2002，∠1（X’）＝X‘十1－

Xfとし，劾はC年とト1年で工場5の業種や所属
企業に変化がない場合に1，変化がある場合にOを
とるダミー変数とする、

　ηω苫ωは工場ゴが属する企業の製品分野別の売

上高（産出額）である．我々は，R＆Dストック・売

上高比R／ηω。ωをスピルオーバーに関するr吸

収能力」の代理変数とし，他社R＆Dスピルオーバ

ーと公的R＆Dスピルオーバーとの交差項を説明変
数に加えた推定も行ったl　X＃はコントロール変数

のベクトルであり，TFP上昇率の産業別平均，産
業ダミー，年次ダミーに加え，K1ette（1996）やLok－

shin砿α五（2008）において指摘されているような生

産性上昇の収束を捉えるため，初期時点のTFP水
準自然対数値の産業平均自然対数値からの乖離を入

れた．また，吸収能力に関する交差項を説明変数に

含む推定では，R＆Dストック・売上高比もコント
ロール変数に加えた．

　なお，上記の推計式において，S拉と只。はそれぞ

れ企業間及び公的R＆Dスピルオーバーに対する地
理的近接性の効果をあらわすパラメータτ∫，τ。に

関して非線形の関数であるため，通常の回帰分析で

は推定することができない．そこで，非線形最小二

乗法を用いて推定した19）．なお，τ。およびτ。はO

以下の値をとるように制約をかけて推定した．

4．民間・公的R＆D技術知識スピルオーバー効
　果1分析結果

4．1TFP上昇率に対するR＆Dの効果の推定結果
　表1は（5）式の推定結果を示す．推計式［1］は公的

R＆Dや企業の吸収能力の効果を考えない場合，推
定式［2］は公的R＆Dの効果を考慮した場合，推定

式［3］は更に企業の吸収能力の効果を考慮した場合

の結果である、3つの推定式いずれについても，自

社R＆Dストックと地理的・技術的に近接した他社

のR＆Dストックの増加がTFP⊥界に与える効果
は正で有意であった．また，企業間の距離が大きい

ほど，他社からのR＆Dスピルオーバーは統計的に

研　　究

有意に減衰するとの結果を得た．

　一方，推定式［2］の結果が示す通り，公的R＆D

ストック増加の係数は正だが，有意ではなかった．

ただし，推定式［3］の結果によれば，自社R＆Dス

トック・売上高比率と公的R＆Dストック増加の交

差項は正で有意であり，公的R＆Dスピルオーバー
は吸収能力の高い企業の工場の生産性には正で有意

な影響を与えていると考えられる．

　企業間のR＆Dスピルオrバー効果の距離に関す
る減衰率τ5ρ推定値は推定式［3］の場合，一〇．0053

（1kmあた一り）であり，これは立地距離が1km離

れると他社R＆Dストックから受けるスピルオーバ
ー効果がおよそO．53％低下することを示している
（100kmでは（1－exp（一0．0053＊！00））＊100＝41％

の減衰）．

　公的R＆Dについては，地理的な距離拡大による

減衰効果を示す係数の推定値はOであり，有意でな

からた20）．スピルオーバーが工場と公的機関問の距

離拡大について減衰するとの結果は得られなかった．

　また，推定式［3］によれば，工場のTFPの自社

R＆Dストックに対する弾力性はO．022，他社R＆D
スピルオーバーに対する弾力性はO．034である．一

方，公的R＆Dスピルオーバーの弾力性はR＆Dス
トックを持たない企業の工場については0，035だが

R＆Dストックの売上高比率が1％上昇するごとに
O．0015上昇するとの結果であった．

　コントロール変数については，産業平均のTFP
上昇率の効果は有意に正（弾力性はおよそ1），初期

のTFP水準の産業内相対値の係数は有意に負であ
った．後者の結果は生産性上昇の収束が起きている

ことを示している．

4．2存続工場のTFP上昇率の要因分解：自社
　　R＆D・企業間R＆Dスピルオーバー効果・公

　　的R＆Dの寄与
　以上報告した推定結果に基づいて，存続工場の全

国の製造業全体のTFP上昇率を，技術知識に関す
る各要因で説明される部分に分解してみよう．ここ

で，五年から五十5年の間の存続工場の全国の製造

業全体のTFP上昇率はドマー・ウェイトを用いて
次のように定義する．

　　∠1・珊一中書（汕・酬1（・）

ここで，D肝は工場主のドマー・ウェイト，すなわ
ち産出額を製造業全体の付加価値額の合計で割った

値とする21〕．なお，幼はす年とト1年で工場ゴの

業種や所属企業に変化がない場合に！，変化がある

場合にOをとるダミー変数である．推定式［3］の結

果を使えば，（6）式は次の4つの項の和として分解
できる．

自社…の寄与一中細∠1・刈

企業間R＆Dスピルオーバーの寄与

一中外←・怖51まH）出刈／
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表1．推定結果
従属変数：5年間のTFP上昇率の平均値（県・産業別の労働の質を考慮した推計値）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推定式［1コ
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推定式［2］　　　推定式［3］

非線形部分

立地距離！kmあたりのスピルオーバー効果減衰率
　企業間スピルオーバー

　公的R＆Dのスピル才一バー

線形部分

　自社R＆Dストック増加率

　他社R＆Dスピルオーバー増加率

　　×1期前の自社R＆Dストック・売上高比率との交差項

　公的R＆Dスピルオーバー増加率

　　×ユ期前の自社R＆Dストック・売上高比率との交差項

　1期前の自社R＆Dストック・売上高比率

　初期TFP水準産業内相対値（対数）

　TFP上昇率の産業平均

　定数項

　産業ダミー

　年次ダミー

τ∫　　　　一0．0048　　　　　　　　－O．0049

　　　［O，002039］｝　　　　　［0．0021！2］舳

τP　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．0000

　　　　　　　　　　［O．002852コ

α児　　　　　0．0217

　　　［O．002214］’・・

α∫　　　　　0．0375

　　　［O．015158コ｝

β珊

αP

β〃

γ丑

ρ一0．0768
　　　［O．000710コ・｝

　　　0．9548
　　　［0．019417］・＾・

　　　O，0080
　　　［0．00750ユ］

　　　　Yes
　　　　Yes

O．0217

［0．002215］・｝

O．0367

［O．Oユ5087］舳

0．0553

［0．034077］

一〇．0768

［O．000710］…

O．9584

［O．019831］“i

O．0063

［0．007604コ

　Yes
　Yes

一〇．0053

［O．002333コ｝

O．0000

［O，001074］

O．0218

［O，002216］｝’

O．0344

［O．014605］｝

O．001748

［O．006629］

O．0355

［O，034017］

O．1543

［O．040314］．｝

一〇、005062

［O．00129！］“’

一〇．0768

［O．000709］｝’

O．9585

［O．019786］，｝

O，0070

［O．007560］

　Yes
　Yes

観測数
パラメータ数

誤差の標準偏差

決定係数

F統計量（HO1NULLモデル〕
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注2）

5年階差モデルで推計された．サンプルは1987－2007年までのr科学技術研究調査』サンプル企業と接合されたr工業統計調査』

の工場である．ただし，自社R＆Dストック増加率が±50％以上の工場を除いた．
“’ ﾍく1％，’’力く5％，’1％．括弧内は分散不均一性に対して頑健な標準誤差．なお，r立地距離1kmあたりのスピルオーバー効果

減衰率」のパラメータτ｛及ぴτ’はO以下の値をとるように制約を付けて推定している．したがって，公的R＆Dスピルオーバー
に関する立地距離の効果の係数τ’がOとなっているのは制約付最適化問題の端点解であることを示していることに注意されたい．

公的R＆Dスピルオーバーの寄与

一中外（舳点…）l1・｛

その他の要因の寄与

一手／小三（動点…）・“π・物1／

　図3はドマー・ウェイトを用いて集計した存続工

場全体のTFP上昇率の推移に加え，表1の推定式
［3］の推定結果に基づいて存続工場全体のTFP上

昇率のうち，自社R＆D，企業間R＆Dスピルオー
バーおよび公的R＆Dからのスピルオーバーの寄与
とその他の要因の寄与がどのように推移したかを示

している．図1で既に見た内部効果の動きと同様に，

1980年代の後半から2000年代にかけて，R＆Dが
生み出した存続工場のTFP上昇は低下傾向にあっ
た（1987－1992年は1．6％ポイントTFP上昇に寄与

したが，2002－2007年は0．6％ポイントの寄与にと
どまる）．

　各要因の寄与の時間を通じた変化を見ると，1992

年以前は企業間スピルオーバー効果が最も大きかっ

たが，それは1987－1992年の0．8％から1992－1997

年のO．34％へと急落し，！990年代以降は公的R＆D

スピルオーバーの寄与が最も重要になった1一方，

自社R＆Dの寄与も1987－1992年のO．36％から
1992－1997年の0．19％へと減少している．

　企業間スピルオーバー効果の寄与や自社R＆Dの

寄与の減少は，1990年代以降の経済停滞の下で，

民間のR＆Dストックの蓄積が低調になったことを

反映していると考えられる．脚注5でも述べたよう

に，1990年代以降も民間企業のR＆D支出のGDP
比は比較的高い水準にある．しかし，GDP自体が
ほとんど成長していないため，R＆D支出もほとん

ど増えていない．このためR＆Dストックの成長率
は1980年代と比較して，1990年代以降大きく下落

したのである．

　2000年代になると自社R＆Dの寄与は若干上昇
しているのに対し，企業間R＆Dスピルオーバーの

寄与は微減という状況である．一方，公的R＆Dス
ピル才一バーの寄与は1990年代前半のバブル崩壊

前後には0．46％からO．6％に上昇したが，2000年

前後にはO．49％から0．36％へと減少した．

　1992年以降，公的R＆Dスピルオーバーの寄与
が最も大きいと推計されるのは，推定式［3］の結果

によれば，高いR＆D集約度を持つ企業がその強い

吸収能力により公的R＆Dから大きなスピルオーバ
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図3．推定結果［3］に基づく日本の製造業全体のTFP上昇率（存続企業のみ）の要因分解（年率，％ポイント）
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　　注）推定結果［3コに基づき．工場レベルのTFP上昇率の要因分解を行い，ドマー・ウェイトで集計した．

　　　　　また同時に，R＆D実施企業の割合が母集団と一致するようにウェイトを付けて集計している．

　　　　rその他の要因の寄与」はTFP成長率の産業平均の効果，定数項，年次ダミー，産業ダミーの効果

　　　　などを含んでいる．

　　　　　　　　　　表2．推定結果［3］に基づくTFP上昇率の要因分解詳細

　　　　　　　　　　（製造業全体のTFP上昇率への寄与，年率，％ポイント）
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注〕 推定結果［3］に基づき．工場レベルのTFP上昇率の要因分解を行い，ドマー・ウェイトで集計した．

また同時に，R＆D実施企業の割合が母集団と一致するようにウェイトを付けて集計している．

一を享受するためであり，公的R＆Dが全ての企業

TFP上昇に均等に寄与するというわけではないこ
とを示唆する．

　また，公的R＆Dスピルオーバーの寄与を計算す

る際に鍵となる，公的R＆Dスピルオーバーと研究

開発集約度の交差項の推計値は，以下のような問題

を持つことに注意する必要がある．第一に，先に述

べたように公的R＆Dについては地理的距離による

減衰は観測されなかった．このためこの交差項の推

計は，学術分野別の公的R＆Dと，（特許データか

ら判断して）これと密接な関連がある製品分野の

TFP上昇の関係に決定的に依存している．この交
差項の推計値が大きな値になうたのは，例えば，日

本で公的R＆Dが活発に行われている学術分野と
（特許データから判断して）密接な関連がある製品分

野の工場で，R＆D集約度の大小がTFP上昇を特
に大きく左右するといった現象によって，見せかけ

の相関が生じているためかもしれない、第二に，

我々は海外のR＆Dを説明変数に含んでいないため，

日本で公的R＆Dが活発に行われている分野では海

外でも活発な公的R＆Dが行われており，海外の公

的R＆Dが日本企業のTFPを上昇させているにも
かかわらず，これを日本の公的R＆Dの効果と誤認
しているのかもしれない．これらの点に関する頑健

性のチェックは今後の課題としたい．

43　TFP上昇率の要因分解　自社R＆Dの寄与の
　　分解
　表2はさらに詳細なTFP上昇率の要因分解を行
った結果を示している、
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　まず，製造業全体で見た自社R＆D効果が製造業

全体のTFPを上昇させる効果は，製造業に属する
全企業におけるR＆Dに関する資源配分の視点から
見ると，製造業全体のR＆Dストックの規模拡大効

果，R＆Dの資源配分の効率化（技術的近接性を加

味したR＆Dストックの企業間・製品分野間配分が，

製造業生産高の企業間・製品分野間配分にどれほど
近づいたか）の寄与の2つの要素に分解できる22〕．

　R＆Dストックの規模拡大効果の寄与は年々低下

しており，これが自社R＆Dの寄与の低下の主因で

あるとみられる1これに対し，企業・製品分野間配

分効率化の寄与は1987－1992年までは負であったが，

バブル崩壊後は正に転じ，年々上昇していている．

4．4TFP・上昇率の要因分解：企業間・公的R＆D
　　スピルオーバー効果の寄与の分解

　次に表2において，企業間スピルオーバー効果の

寄与が大幅低下した原因を詳しく見てみよう．表2

では，企業間R＆Dスピルオーバー効果のTFP上
昇率に対する寄与を存続工場のR＆D増加の寄与，

工場の新設および退出による近接性の低下の寄与の

3つの要素に分解している23〕．企業問R＆Dスピル

オーバー効果が減少し，製造業全体のTFP上昇を
減速させたメカニズムとしては，存続工場のR＆D
増加ぺ一スの減少（規模拡大効果の低下）以上に，退

出工場の負の効果の拡大がより強力に作用したこと

が分かる．前節で示したように1990年代の後半か

ら2000年代にかけて都市部・製造業集積地におい

て大きな負の純参入効果が観察されるが，これが企

業間のスピルオーバー効果を大幅に低下させた可能
性が高い．

　このことを確認するため，図4a・図4bにおいて

企業間R＆DスピルオーバーのTFP上昇率に対す
る寄与を都道府県別に分解してみた．これによると

1990年代後半からの退出工場によるR＆D消失効
果の寄与は東京や神奈川など都市圏に集中している

ことがわかる（図4b）．これは，都市部の集積地に

立地していたR＆Dに積極的な企業の比較的生産性
の高い工場が閉鎖したり，海外や地方の非集積地に

移転したりすることによって，R＆Dに積極的な企

業の工場とそれ以外の工場との間の技術的・地理的

な距離が増大し，企業間のスピルオーバー効果の寄

与が低下したことを示唆している．

　退出したのは本当にR＆D集約的な企業の工場だ

ったのだろうか．このことを確認するため，図5で

は，退出工場を持つ企業における製品分野別R＆D
集約度（R＆Dストック・売上高比率）の各企業・製

品分野別の産出額をウェイトとした加重平均値を，

存続工場を持つ企業および新設工場を持つ企業の同

様の加重平均値と比較してみた24）．退出工場を持つ

企業の平均的なR＆D集約度は，1990年代の後半
から2000年代にかけて上昇しており，存続工場や

新設工場の企業よりも高い水準にあることがわかる．

　なお表2によれば，2000年前後の公的R＆Dス
ピルオーバーの寄与の低下の原因を探ると，大学よ

りもその他公的機関からのスピルオーバー効果の寄

与の低下が大きいことも分かる、

4．5TFP上昇率の要因分解：製品分野・学術分野

　　別R＆Dの投資対効果
　最後に，企業のR＆Dと公的部門のR＆Dをそれ
ぞれ製品分野別，学術分野別に分けて，TFP上昇
率への寄与を分析してみよう．表3は推定式［3］の

結果にもとづき，製品分野別の企業R＆Dストック

の合計と5年ごとの実質R＆D純投資額の合計のそ
れぞれの推移を示すとともに，各製品分野の企業

R＆Dの製造業全体のTFP上昇率への寄与を示し
ている．このTFP上昇率の寄与は自社R＆D効果
と企業間R＆Dスピルオーバー効果の寄与の合計で

ある．また，表3の右側から2番目のブロックはこ

のように試算した製品分野別R＆DのTFP上昇率
への寄与に基づき，将来にわたってのTFP上昇に
よる製造業全体の実質付加価値額増加の割引現在価

値を求めた結果を示しており，この計算においては

当該製品分野以外の企業R＆Dストックの成長率は

O％と仮定し，その他の要因の変動は一切ないもの

と仮定した．なお，割引率は5％とした．表3の右

側のブロックはそれら実質付加価値額増加の割引現

在価値を各R＆D純投資額で割ることにより，製品

分野別のR＆D投資対効果を計算した結果である．

　一方，表4は表3と同様に，推定式［3］の公的
R＆Dスピルオーバーが工場の生産性上昇に与える

効果の推定結果に基づき，1986－2006年までの学術

分野別の公的R＆Dストックの合計，5年ごとの実

質R＆D純投資額，それら学術分野別R＆D投資に
よる1年のラグをともなった製造業全体のTFP上
昇への寄与，そのTFP上昇が将来にわたってもた
らす実質付加価値額増加の割引現在価値（割引率
5％）及びその投資対効果をあらわしている．

　製品分野別としてはr自動車製造業」向けの
R＆Dの寄与が最も大きく，次いで「情報通信機械

器具製造業」向けの寄与が大きい．なお，これら2

つの製品分野はR＆Dストックの蓄積も非常に大き

な分野である．一方，「食料品製造業」はR＆Dス

トックの蓄積は相対的に小さいが，同分野向けの

R＆D投資の製造業全体のTFP上昇への寄与は3
番目に大きい．これはr食料品製造業」の付加価値

のシェアが大きいためであると考えられる．

　なお推定式［3］の結果によれば，企業のR＆Dは

公的R＆Dからスピルオーバーを受けるためにも重

要な意味を持っている．しかし，表3に示した
R＆Dの投資対効果はこの効果を考慮していない．

また国内企業のR＆Dが海外子会社の生産性を上昇

させる効果も考慮していない．これらの点で，表3

は企業R＆Dの経済効果全体をカバーしていないこ
とに注意する必要がある．

　次に，表4において学術分野別の公的R＆Dの製
造業全体のTFP上昇率への寄与をみると「電気・
通信」，rその他工学」，r医学」，r生物学」などの分

野のR＆Dが1980年代後半から2000年代の製造業
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　図4引．県別R＆Dストックの企業間スピルオーバー効果への寄与

（ユ987－1997年の製造業全体のTFP上昇率への寄与，年率，％ポイント）
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　　また同時に，R＆D実施企業の割合が母集団と一致するようにウェイトを付けて集計している．

　　全都道府県の寄与を合計すると日本の製造業金体のTFP上昇率に対する企業問スピルオーバーの寄与に一致する．

　　　　　　　　　　　　　図5．存続・退出・新設工場馴R＆Dストック・売上高比率
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存続・退出・新設工場馴のrR＆Dストック・売上高比率」は，まず各企業の製品分野別R＆Dスト

ック（技術的近接性ウェイト付〕と生産額を，各期間に存続・退出・新設した各企業の製品分野別の

工場の数で重み付けてそれぞれ合計して存続・退出・新設工場馴R＆Dストック及び売上高の合計

額を求め，比率をとった．



表3．製品分野別の企業R＆Dストック・純投資及びそのTFP上昇率・付加価値」＝男への寄与

各期間の分野別R＆D投資の
【B】のTFPの変化がもたらす

実質R＆Dストック
実質R＆D純投資

製造業全体のTFP上昇率への寄与
製造業全体の将来の実質付加

（2000年価格，10億円，期間計〕 価値の変化の割引現在価値
各期間の分野別R＆Dの

（2000年価格，10億円）
【A】

（年率， ％ポイント〕
（2000年価格，lO億円，割引率5％）

投資対効果【C／A】

【B】
【C】

製品分野（産業） 1986　　2006 86－91　　91－96　　96－Oユ　　01－06 87－92　92－97 97－02 02－07 平均 87－92　　92－97　　97－02　　02－07 87－9292－9797－0202－07

自動車製造業 4609 ユ5、ユ40 aユ32 ユ，683 2ユ2ユ a594 α339 0ユ64 αユ38 α200 α2ユ0 5766 a486 Z993 身968 ユ．8 2－1 ユ．4 1．ユ

情報通信機械器具製造業 4，621 21，177 5，694 4，112 4，443 2，306 C．161 O．071 O．071 O．025 O，082 2，749 1，511 1，538 500 O－5 O．4 O．3 0－2

食料晶製造業 703 1，760 426 233 95 302 O．153 α068 α033 ○用7 OW3 Z599 1！48 727 738 6．1 6．2 7，6 z4

一般機械器具製造業 3501 5933 1，646 467 274 45 O℃95 O．035 C，0！7 O．012 O．040 ｝，612 747 372 240 1．O 1石 1．4 54

化学肥料・無機・有機化学工業製品製造業 1，497 3，136 1，O01 431 64 144 O．073 O．036 O．Oユ4 O．O05 O．032 1250 768 314 94 12 ！．8 49 O．7

電気機械器具製造業 ！，501 3価3 643 929 一411 390 O－050 ○個4 一〇m1 C月12 C㎜4 849 730 一31 231 1．3 α8 ■
O．6

その他化学工業 1，636 2，503 524 396 皿3 一48 C．043 O，026 O．O03 O．O03 O．019 737 543 6C 67 14 14
一 …

石油・石炭製品製造業 172 256 110 57 皿86 3 O．041 α009 一〇m4 O－C15 O」〕15 695 19ユ 一91 297 6．3 3．3
■

107．7

パルプ・紙・紙加工品製造業 ！50 349 138 山25 4王 45 ○り27 O℃16 O．O08 O．O04 O，014 460 347 ！80 76 3．3
一

4．4 1．7

医薬品製造業 2，564 7，079 1，346 ユ，766 866 538 O，021 O，018 O．012 O．002 O－013 365 382 258 44 α3 O．2 O．3 O．1

ゴム製晶製造業 415 896 238 104 51 88 O－024 0－009 O．004 0－O05 O－Oユ0 402 186 78 91 ユ．7 ユ．8 王．5 ユ、o

非鉄金属製造業 426 600 189 167 一98 一84 O．021 O．017 一0．O03 一〇．O04 O．O08 361 354 一75 一82 19 2．1
」 一

窯業・土石製品製造業 649 699 363 一19 一196 一98 O－026 O－O05 O」000 一〇m2 Om7 441 96 一10 一31 12
」 一 …

金属製品製造業 385 537 29ユ 8ユ 一ユ60 一6ユ α02ユ αOユ2 一α00ユ 一〇．O04 O．O07 358 248 一3ユ 一75 ！．2 3．O I 一

その他輸送機械器具製造業 351 662 177 一24 ユ55 2 O．011 O．OOO 〇一〇07 O．O04 αO05 181 6 150 75 1℃
■

1℃ 31．7

家庭電気機械製造業 1，168 1，596 549 589 一578 一131 α012 ○刀08 一〇lC07 ○伽O O．OC3 208 180 一143 一7 O．4 O．3
」 一

精密工業製品製造業 429 932 137 24 57 284 O，O05 O．O01 O．O03 O．O05 O．O03 84 i5 55 90 O．6 O．6 王、O C．3

繊維工業 336 382 109 53 冊92 一23 O．013 O．O05 一〇．O04 一0．O02 ○刀03 229 104 一88 一49 2．1 2，O
■ 一

印刷業 51 100 32 5 7 5 Om6 Cm1 O．OOl 一〇．O01 O．O02 97 25 工8 一18 3℃ 5，3 2石
一

その他製造業 495 940 533 一ユ6 一109 38 O．O03 O，OOO O．O01 O．O03 O．O02 51 一1 15 62 O，1
一 一

1．6

鉄鋼業 1，479 924 64 一128 一349 皿142 O－O07 一〇一〇03 一〇m6 一α012 一〇．O03 118 一54 上122 一235 1．9
■ 」 ■

合　　計 27．137　68，653 17344　　10．884　　6．091　　7，197 1．152　0．533 O．283 O．306 O．568 19．612　11．311　　6．167　　6，079 1．1 ！．0 1．O　　O．8

注）推定結果［3］に基づき，工場レベルのTFP上昇率の要因分解を行い，ドマー・ウエイトで集計した結果を示している．また同縛に，R＆D実施企業の割合が母集団と」致するようにウェイトを付けて集計して

　　いる．

　　金分野の寄与の合計は日本の製造業全体のTFP上昇率における自社R＆D及び企業間R＆Dスピルオーバーの寄与に一致する．

　　R＆DのTFPに対する効果には1年のラグを仮定しているため，R＆Dストック及び純投資額と製造業全体のTFP上昇率への寄与の年次が1年ずつずれている．

　　製品分野は全期間の平均値の高い順に並べている．

　　分野別R＆Dの投資対効果はR＆Dストックやその他の要因が将来に渡って不変であることを仮定し，実質R＆D純投資とTFP上昇への寄与がともに正の場合のみ試算している。　　　　　　　　　　　　　　ミ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①



表4．学術分野別の公的R＆Dストック・純投資とそのTFP上昇率・付加価値上昇率への寄与

各期問の分野易1j　R＆D投資の
【B】のTFPの変化がもたらす

実質R＆Dストック
実質R＆D純投資

製造業全体のTFP上昇率への寄与
製造業全体の将来の実質付カロ価値

（2000年価格，1O億円，期間計） の変化の割引現在価値
各期間の分野別R＆Dの

（2000年価格，！0億円）
【A】

（年率，％ポイント）
（2000年価格，10億円，割引率5％）

投資対効果【C／A】

【B】
【C】

学術分野 1986 2006 86－9］一　91－96　　96－01　　01－06 87－92　　　92－97　　　97－02　　　02－07 平均 87〒92　　　92－97　　　97－02　　　02－07 87－92　92－97　97－02　02－07

電気・通信 1，282 2那O 318 383 373 175 O．146 O．154 O．／23 ○幻57 0．120 12，495 3，278 Z681 1，131 7．8 8．6 7．2 6．5

その他工学 2，607 4794 520 898 656 ユ12 O．114 O，180 O．11！ O．021 0．！06 ．1，936 3822 2，407 412 3．7 4．3 3．7 3．7

医学 2．830 失966 415 571 580 571 O．038 O．049 O．042． O．044 0．043 655 1蝸7 906 876 1．6 ！£ ！．6 1．5

生物学 27工 927 89 1ユ5 209 242 0．027 O．032 O．049 O－059 O．042 456 682 ／，055 1，174 5．1 5．9 5．ユ 4．9

材料科学 一
368

■ ■
78 291 O．000 O，OOO 0．035 O．ユ3I O．042

』 I 766 2．598 一 I 9．9 8．9

化学 887 1，273 10ユ 149 139 一3 O．040 0．053 O．040 0．O01 O．033 676 ！，130 873 14 6．7 7．6 6．3
■

農学 L704 Z224 140 180 I13 87 O．036 O．043 O．C23 O．018 0．030 609 9！1 504 359 4．4 5．1 4．5 4．1

応用イビ学 32I 570 55 88 68 38 O．031 O．045 O．029 O．016 O．030 524 947 62！ 309 9．5 10．8 9．2 8．2

物理学 740 1，027 59 115 107 5 O．016 O．028 O．02I 0．OOl O．0！6 272 589 456 24 4．6 5．1 4．3 4．9

芸術・文学・社会学 2り81 3P18 258 329 260 90 0．006 O．O07・ O．O05 O．O02 O．005 工Oユ ユ49 ユ04 38 O．4 C．5 O．4 0．4

地学 16！ 395 39 70 78 46 O．O02 O．O04 O．004 0．002 O．O03 41 82 79 47 1．1 1，2 ユ．O 1，0

教育学 509 885 99 10！ 91 85 Om4 0．O03 0．O02 O．O02 0．003 62 68 48 31 O．6 0．7 O．5 0．4

看護学 40 3ユ4 28 63 94 89 O．O01 O．O03 O．003 O．O03 O．O03 2ユ 55 71 65 O．8 O．9 O．8 O．7

エネルギー（原子力） 7ユ 100 5 17 3 4 O．O01 O．O03 O．OOO 0．001 0伽1 17 70 10 16 3．7 4．2 3．3 3．6

歯学 47工 536 皿15 38 28 13 一0．001 O．O03 0．002 O．O01 O．001 一24 72 47 24 L 1．9 1．7 1．8

数学 862 I，58I 163 205 161 190 O．O01 0．OOユ O．001 O．001 O．O01 21 28 18 19 O．1 O．I O．1 O．I

経済学・経営学 799 1365 ！12 163 162 129 0．001 O．001 0．O01 O．OO1 0．O01 12 19 ！5 10 O．1 O．1 O．1 O．1

歴史・政治・法学 632 1，099 90 118 124 137 C．OOO O．O00 O．000 0．OOO O．OOO 2 3 3 3 O．O O．O O．O O．O

哲学 249 334 23 30 19 12 O．O00 O．000 O．OOO O．000 O．O00 O O 0 O C．O O．O O．0 0．O

合 計 工6，5I7 28，304 2．501　　3．633　　3．341　　2．312 O．4625　　0．6098　　0．4901　　0．3600 O．481． τ877　　12．942　　10．664　　　7，15！ 3．！ 3．6 3，2 3．1

注）推定結果［3］に基づき，工場レベルのTFP上昇率の要因分解を行い，ドマー・ウェイトで集計した結果を示している．また同時に，R＆D実施企業の割合が母集団と一致するようにウェイトを付け

　　て集計している．

　　全分野の寄与の合計は日本の製造業全体のTFP上昇率における公的R＆Dスピルオーバーの寄与に一致する．

　　R＆DのTFPに対する効果には1年のラグを仮定しているため，R＆Dストック及び鈍投資額と製造業全体のTFP上昇率∴の寄与の年次が1年ずつずれている一

　　学術分野は全期間の平均値の高い順に並べている．

　　分野別R＆Dの投資対効果はR＆Dス｝ックやその他の要因が将来に渡って不変であることを仮定して試算した．なお，実質R＆D純投資が正のケースのみ試算している．

N0o
o
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のTFP上昇率への寄与が大きい．特に，「電気・

通信」分野の投資対効果が大きく，また近年はr材

料科学」の分野の寄与及び投資対効果が大きいこと

が特徴的であった（r材料科学」は1990年代の後半

から調査が始まったため，1997年以前はTFP上昇
への寄与が測定できない）．また，「応用化学」は

R＆Dのシェアは小さいものの投資対効果は最も大

きい分野であった．ただし，これら分野別のTFP
への影響の違いは分野間の技術的近さの測定方法に

大きく依存しており，本論文では特許の引用データ

を用いていることから，特許引用にあらわれない技

術的な関係性については考慮していないことに注意

されたい．

　　　　　　　　5．おわりに

　本論文の分析結果は以下のとおり要約できよう1

ユ）　生産性動学の視点から見ると，1995－2005年に

　TFP上昇率が低迷した原因は，多くの先行研究
　の発見と同様に内部効果の下落と負の退出効果に

　よるものであった．地域別に見ると，1995－2005

　年においては，東京都，神奈川県，大阪府，愛知

　県，千葉県のような都市部において，大きな負の

　純参入効果が生じた、また特に大きな負の退出効

　果のために，東京と神奈川の日本全体の製造業

　TFP上昇への寄与は，全ての効果を合計しても
　ほとんどゼロないしマイナスに落ち込んでしまっ

　た．

2）　内部効果低下の主たる原因の一つは，バブル崩

　壊前後の企業のR＆D投資の落ち込みに加えて，

　企業間R＆Dスピルオーバーの低下によるもので
　あった．企業問R＆Dスピルオーバーの低下の主

　因はR＆Dストックの増加率が低迷したことに加

　え，東京や神奈川，大阪など都市部において
　R＆D集約的な企業の工場が退出したことであっ
　た．

3）企業のR＆Dと公的R＆Dをそれぞれ製品分野
　別，学術分野別に分けて，TFP上昇率への寄与
　を分析した結果によれば，製品分野別においては

　r自動車製造業」とr情報通信機械器具製造業」

　が製造業全体のTFP上昇率に大きく寄与し，学
　術分野別においては「電気・通信」，「その他工

　学」，r医学」，r生物学」，r材料科学」の寄与が大

　きい．

　以上の分析結果によれば，製造業のTFP上昇を
再生させる上では，

1）大企業の海外移転を減速させ，また国内回帰を

　促す1このためには法人税減税や環太平洋戦略的

　経済連携協定（TPP）の締結等により，国内立地

　を魅力的にする必要があろう．

2）産業集積地への大企業の進出を促す，

3）　中小企業のR＆D支出を支援する．

4）生産性の低い工場が残存する原因を調べ，市場

　の淘汰メカニズムを促進する1

　といった政策が重要と考えられる．

　なお，本論文で残された課題も多いことを確認し
ておこう．

　我々の研究では，公的R＆Dが，R＆D集約的な
企業に属する製造業工場のTFP上昇に大きな寄与
をしているとの結果を得た．ただしこの結果は，地

理的距離がスピルオーバーを減衰させる効果が観察

されないこと，海外の公的R＆Dの効果を考慮して

いないこと，学術分野別公的R＆Dが製品分野別の
生産に与える効果を，特許における学術論文に関す

る引用件数に基づく技術的近接性行列に基づいて測

定しているが，この行列の頑健性について検証して
いないこと，等から半1」断じて，まだ暫定的な結果で

ある．

　自社R＆Dの効果や企業間のR＆Dスピルオーバ
ー効果に関する実証結果についても，同様の残され

た課題がある．我々は取引先や資本関係のある企業

からのスピルオーバー効果（この問題については，

池内地2013参照）や，海外における日本企業や外

国企業のR＆Dの効果を考慮してない．また製品分

野間の技術的近接性については，特許間の引用情報

に基づく行列を使って分析を行っているが，この行

列の頑健性もまだ検証していない．

　また，生産性の低い工場がなぜ存続しているのか，

淘汰を妨げている原因が何なのかについても，今後

の研究が望まれる、

　我々は今後もこの分野の研究に取り組み，残され

た諸課題の解決を目指したい．

　　　（科学技術政策研究所，専修大学・科学技術
　　　政策研究所，日本大学・科学技術政策研究
　　　所・経済産業研究所，一橋大学・科学技術
　　　政策研究所・経済産業研究所）

　注
　1）本論文の実証研究は一橋大学，文部科学省科学
技術政策研究所，経済産業研究所の共同研究の一部と

　して行われた．たお，公的R＆Dのスピルオーバー効

果や企業間の取引関係がR＆Dスピルオーバーに与え

　る影響に関する詳しい分析結果は，池内・深尾・ベル

　デルボス・権・金（20ユ3）を見られたいI本論文作成に

　あたり，討論者の岡室博之一橋大学教授をはじめとす

　る一橋大学経済研究所定例研究会と経済産業研究所

DP検討会参加者の方々から，大変有益なコメントを
頂いた．深く感謝したい．

　2）先行研究のサーベイに関しては，金・深尾・牧
野（2010）を参照されたい．

　3）生産性の高い企業が閉鎖され，生産性の低い企

業が存続する問題については，Nis封imura．Nak到ima

and　Kiyota（2005〕，Caba1iero，Hoshi　and　Kashyap

　（2008），Kwon，NaritaandNarita（2009）も参照された

、、．

　4）金・権・深尾（2007）は，製造業3桁産業別にア

　ジアヘの生産移転の状況と退出効果の大きさを比較し，

アジアヘの生産移転が進行した産業ほど大きな負の退

出効果が生じていることを示している．

　5）　日本の民間R＆D支出の対GDP比は，世界で
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トップレベルにあるが，これは大企業が主に担ってい

る．総務省のr平成2ユ年度科学技術研究調査報告』

（資本金ユ，OOO万円以上を対象）によれば，従業者300

人以上の企業が！3兆円の研究開発支出（委託研究を含

む）を行ったのに対し、300人未満の企業の研究開発支

出は！兆円に過ぎなかったという．また，中小企業庁

（2009）によれば，従業者5，OOO人以上の企業では日本

の方が研究開発集約度（研究開発支出／売、L高）が高い

のに対し，従業者5ρOO人未満の企業では，米国の方

が研究集約度が高い．また米国では最も研究開発集約

度が高いのは，従業者数100人から249人の規模の企
業であるという．

　6）企業内，企業間のR＆Dスピルオーバーが事業

所，企業や地域間の生産性上昇の差をもたらしている

ことは多くの先行研究で指摘されてきた（例えばGrL

1iches1979，Ha11材αム2010参照）．

　7）企業間の取引関係の希薄化については，本論文

には問に合わなかったが，取引関係のパネルデータを

作成中である．なお，池内・深尾・ベルデルボス・

権・金（2013）では，クロスセクシ目ンデータを使った

実証分析により，企業間取引関係がR＆Dスピルオー

バーに統計的に有意なプラスの影響を与えるとの結果

を得ている．

　8）TFPの計測に利用したデータと各変数の作成
方法に関してはFukao，Kim　and　Kwon（2006）を参照さ

れたい．

　9）本論文で測定されている工場の生産性はグロ

ス．アウトプット‘べ一スの生産性である．Domar
（ユ961）は，各産業のグロス・アウトプット・べ一スの

生産性を集計して経済全体の付加価値生産性を求める

ためには，産業の総産出額を経済全体の付加価値合計

で割った値（ドマー・ウェイト）を重みとして集計する

必要があることを示している．

FHKの元の方法では，当該産業のf年の生産性は以
下のように定義されている．
　1nrF月＝Σ㌘＝1θ｛、’1nτFP．。，ただしΣ＝＝ユθi，’＝1

本論文では各工場の生産性を集計して産業の生産性を

求める際，産業レベルの付加価値生産性を求めるため，

各工場のシェアをドマー・ウェイト（n，・）にしている．

その合計が1より大きくなる面で，本論文で採用して

いる集計方法は元のFHKの方法とは異なることに注
意されたい．

　10〕厳密には，本論文で採用している，ドマー・

ウェイトによって定義されている産業生産性水準対数

値の基準年トτから比較年fにかけての変化は，上
記の5つの効果の和と以下の項の合計に等しい．

　　　　1n　TFB一τ（Σi壬5．〃01．rΣ’ミ∫．xD1，1一τ）

FHKのオリジナルの方法では各工場のウェイトの合

計が1である（Σ7，1θ’．F1）ため，カッコ内は常にO

となる．しかし，本論文で採用しているドマー・ウェ

イトはその合計が通常1以上になり，年によって異な

る．例えば，ドマー・ウェイトの合計が士一τ年から去

年にかけて増加する（時間を通じて付加価値の合計よ
り粗生産の合計が大きくなるΣi、。，〃01．・〉Σ1白・．xn，1一τ）

場合，上記の五つの効果の合計が，個別工場の生産性

の加重平均の変化より1nτF月一τ（ΣH、〃1D1，rΣ1ミ5，x

研　　究

Di，1一τ）だけ低くなることを意味する．参考として産業

　別ドマー・ウェイトの合計の平均は1985年2．74．

　1995年2．22．2005年2．40である．

　　11）仮にf一τ年から亡年にかけて，ある工場の主

　業がえ産業からゴ産業に変化した場合，この工場の

　TFPが2つの産業において共に高い（低い）水準にあ

　れば，ゴ産業の平均生産性を下落（上昇）させ，ノ産業の

　平均生産性を上昇（下落）させる効果を持つ．我々の参

　入，退出効果には，このようなスイッチ’イン
　（Switch－in），スイッチ・アウト（Switch－out）効果を合

　む．

　　12）『工業統計調査」のミクロデータを集計するこ

　とで，都道府県別・産業別にTFP上昇を算出できる．

　製造業全体について，こうして算出した付加価値べ一

　スの県別TFP上昇率と，R－JIPデータベースの付加価

　値へ一ス県別TFP上昇率の相関は1985年から1995
　年の問ではO．183であり，1995年から2005年の問で

　はO．666であった．一一部の期問で相関係数が必ずしも

　高くない原因としては，r工業統計調査』が工場を併

　設しない本社の活動を対象としていないのに対し，R－

JIPは原則これをカバーしていること，本論文では丁

場レベルのTFPをその対数値について加重平均する
　ことで産業レベルに集計（つまり産業レベルのTFPを

各工場のTFPの加重幾何平均として算出）しているの

　に対し，RリIPでは産業レベルのTFPは，（工場を併

設しない本社を含む）各事業所の生産額や各生産要素

投入の合計値を使って算出していること，凡JIPでは

元になった県民経済計算の石油製品・石炭製晶製造業

　の値に問題があること，等が考えられよう．

　13）技術知識ストックとそのスピルオーバー効果
　は工場の参入（新規設立）・退出にも影響する可能性が

　あるが，ここでは存続工場の生産性上昇（すなわち生

産性動学における内部効果）への影響のみ分析してい

　る．技術知識ストックとそのスピルオーバー効果が工

場の参入（新規設立）・退出に与える影響の分析は，本

論文で残された課題の一つである．

　14）　ただし，r工業統計調査』と接続できなかった

企業の技術知識ストックについても，『科学技術研究

調査』における住所情報（多くの場合は本社だが，一

部研究所の住所の場合もある）を用いて，スピルオー

バーの推計には含めている．

　ユ5）r科学技術研究調査」の製品分野別研究開発支

　出データを恒久棚卸法で資本化して推計した．

　16）　もし研究者のインフォーマルなコミュニケー

　ションがR＆Dスピルオーバーにとって重要であれば

研究所や本社の距離の効果が強くなるかもしれない．

　この点については池内・深尾・ベルデルボス・権・金

　（2013）を参照されたい、

　17）以下の関係式を使っている（伊藤1993参照）

　　円内の2点間の距離の期待値＝（（円の面積／円
　　周率）o－5）×O．9054

　ユ8）詳細は，文部科学省科学技術政策研究所
（20ユ2）「分野別知識ストックに係るデータの収集・分

析」（NISTEP　NOTE　No．1）を参照されたい．

　19）　（3）式及び（4）式で定義される他社R＆Dスピル

　オーバーと公的R＆Dスピルオーバーの計算において

は，パラメータτ・やτ・を更新する度に，全ての他社
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あるいは公的機関のR＆Dストックを地理的近接性を

ウェイトとして合計する計算が必要であり，推定にか

かる時間が膨大となってしまう．そこで我々は，地理

的近接性のウェイト項をテーラー展開によって近似し

てスピルオーバー変数を作成することにより計算の効

率化を計った．例えば，他社R＆Dスピルオーバーの

測定に用いる工場間の地理的近接性のウェイトeτ畠dを

∂の1次元関数と考え，次のようにdの近傍でのH
次のテーラー展開を用いて近似する．

　　　　　　　　　〃　一　　（ル∫・rゴ）冊
　　　　名刺舳竺Σ〆・d（τ∫）蜆
　　　　　　　　㌍o　　　　　　〃1
ここでは，〃＝50，aはユ500（km）とした．この近似

式を（3）式の他社R＆Dスピルオーバーの定義式に代入

し，整理すると次式が得られる．

∫’’＝ΣΣ（R川τ、ω。・eτ畠’i川）

　　∫’≠バ。　ポ

・ゑ［｛γ、易、、～（肌（i〕・（午∂γ）1

ここで，近似前の式においてはパラメータτ5の更新

に合わせて，各工場ごとに約！万にのぼる企業数×製

品分野数だけの項を合計する計算が必要である．一方，

近似後の式においてはΣr。川〕Σ、・（沢州乃ω・・（6舳一

∂）蜆／n1）の部分はパラメータτ。に依存しないため，あ

らかじめ計算しておけば，パラメータτ∫の更新ごと

に必要な足し算の数はたかだかH（＝50）となる．

　20）　スピルオーバーに関する地理的な距離による

減衰効果を示す係数はOより大きくならないように制

約をかけて推定しており，公的R＆Dスピル才一バー

に関する係数の推定値は制約条件の端点解となってい
る．

　2！）　ドマー・ウェイトD’三は去年から五十5年の間

の工場’の産油額の合計の同期間の製造業全体の付加

価値額の合計に対する比として定義している．

　22）分解方法を数式で説明しよう．（1）式より，f

期からげユ期の製造業全体のTFP上昇率における自

社R＆D効果の寄与を次のように定義する（推定式では，

過去5年分の平均値で計測しているが，数式を簡略化

するため以下のようにあらわす）．

　　　自社R＆D効果の寄与＝α丑ΣD。出nRH

ただし，D趾は工場｛のf期のトマ」・ウェイトである．

ここで，工場｛のト1期のR＆Dストックは（2）式の

定義より，次のように書き直すことができる．

　　児H＝ΣR川用一、ハω∫・

一（粋一（㌻1￥）

ここで，（ΣrΣ、一ル∫・H）はオー1期における全企業の

全製品分野のR＆Dストックの単純合計である．この

式の両辺の自然対数をとって1期の階差をとると，

C－2期からf－！期にかけての工場ゴのR＆Dストック

の変化率は次のように書ける．

∠1・κ1一∠1・（平…）

　　　　　・寸㌻幸÷）
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　右辺第1項は，全企業の全製品分野のR＆Dストッ

クの規模拡大を示す．右辺第2項は，工場｛が属する

企業！（｛）が行うR＆D全体が（他製品分野からの波及

効果も含めて）当該工場の製品分野市）に及ぼす効果

の成長率が，製造業における全R＆Dが製品分野∫（ゴ）

に及ぼす効果の成長率と比べてどれ程大きいかを表し

ている、企業！（ゴ）が製品分野∫（ゴ）により集中して

R＆Dを行うようになるほど，この項は大きくなる．

　⊥式を，先の製造業全体の自社R＆D効果の寄与の

合計値の式の』1nR。一、に代入して整理すると，製造

業全体のR＆Dが自社R＆D増加の寄与を通じて製造

業全体のTFPを上昇させる効果を，次の2つの項の
和に分解することができることが分かる．

…ス／ックの規模拡大効果一物（刈∠1・

（平…）

R＆Dの企業・製品分野間配分効率化の寄与＝α丑

は、｛（等1÷）
rR＆Dストックの規模拡大効果」は全製造業企業の全

裂晶分野におけるR＆Dストック合計額の増加の製造

業全体のTFP上昇への寄与をあらわす．rR＆Dの企
業・製品分野間配分効率化の寄与」は，技術的近接性

を加味したR＆Dストックの企業・製品分野別成長率

が，生産高の高い企業・製品分野で高くなるほど大き

くなる．

　23）　（3）式で定義した他社R＆Dスピルオーバーは

次のように書き換えることができる．

　　　s“＝ΣΣτ∫ω∫一R〃feτ畠d舳’’
　　　　　∫’≠∫“〕∫’

　　　　＝Σ風カムω市〕沢川川j〕eτs砺
　　　　　j1バj〕≠∫U〕

ただし，ゴを工場ゴにとっての他企業の工場をあらわ

すインデックスとし，払。は工場ゴとの工場ノの立地

距離めが工場ゴが属する企業の同一製品分野の工場

と工場ゴの距離の中で最小であれば！をとり，それ以

外の場合はOをとる変数である．ここで，3．2節で定
義したように，ル。・。は工場｛の立地と企業∫’の製品

分野∫’に属する財を生産する工場との生年の最短の地

理的距離であることに注意されたい．したがって，

4．2節で定義した企業間R＆Dスピルオーバー効果の

製造業全体のTFP上昇率への寄与は次のようにあら
わすことができる．

企業問R＆Dスピルオーバー効果の寄与＝

亨／刈素（舳赤…）

、＝、み、、。∠（加朽……凧舳〕刈／

ここで，彦一1期または古期に存在する工場の集合は

士一ユ期から工期の存続工場の集合∫H，f一ユ期には存

在せず，古期にはじめて新設された工場の集合N－1，

f－1期で退出し，C期には存在しない工場の集合XH

の3つに分けられることから，上式であらわされる企

業問R＆Dスピルオーバー効果の寄与はさらに以下の

3つの項の和としてあらわすことができる．

（1）存続工場のR＆D増カロの企業間R＆Dスピルオーバ
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一効果に対する寄与＝

済　　研　　究

中訓素（鮒・吋予111…）

　　　，＝、黒、、。∠（M……凪㈹占刈／

　　　　えミ5H

（2）新設工場のR＆Dの企業間R＆Dスピルオーバー効

果に対する寄与＝

　　小割素（肘べlll…）

　　　、＝、み、、｛・舳ム…刈／

　　　　え…〃トユ

（3）退出工場のR＆Dの企業間R＆Dスピルオーバー効

果に対する寄与ヨ

　　　一小割麦㌔（舳点…）

　　　　、＝、ふ、、。M舳ハ…刈

　　　　　j…xH
　24）具体的には，∫’をf期からf＋1期の存続工場

の集合，Nを上期には存在せず，百十1期にはじめて

新設された工場の集合，X！を童期で退出し、け1期

には存在しない工場の集合とし，存続・新設・退出工

場を持つ企業における製品分野別R＆D集約度（R＆D

ストック・売上高比率）の各企業・製品分野別の産出

額をウェイトとした加重平均値をそれぞれ次のように
定義した．

　　　　　　　　見’　　　　　　　　　兄。
　　Ση亘舳〔川　　　　Ση；，〕∫U”
　峨　　　　　ηω∫ω’　舳丘　　　　η“〕∫ω’

　　　　Σηω∫“〕’　’　　Σηω。ω。　’
　　　昨5‘　　　　　　　　　　　　　　　　　峠〃‘

　　　　　　　　兄’
　　Σηω∫j川
　榊　　　　　η㈹∫ω’

　　　　Σηω∫ω’
　　　峠x！
ただし，兄’は（2）式で定義される工場｛のR＆Dスト

ック，㌦o。ω。は工場4と同一の企業及び製品分野に

属する工場の産出額の合計である．
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